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Ⅰ．はじめに
2007年４月に小中学生を対象とした学力悉皆調査，
全国学力・学習状況調査（以下　全国学力調査）が実
施された．この調査で，沖縄県は小中学校全科目で全
国最下位の結果が地方紙で大きく報じられ1），社会や
教育関係者へ大きな影響を与えた．2012年と2015年，
2018年にはこの学力調査に理科が加わり，沖縄県の
理科の調査結果も思わしくなく，2015年調査では小
学校理科の正答率は全国平均を5.4ポイント下まわり，
中学校調査では全国平均を9.6ポイント下回った．
全国学力調査で明らかになった沖縄県の小中学生の
低学力に関連する論及は多く出ている．例えば，西本

（2012）は沖縄の子どもたちの朝食摂取率，就寝・起
床時間，親子の会話なども全国最下位となっているこ
とをあげ，家庭に起因する学力不振を述べている2）．
このような生活リズムの整っていない家庭の多い現状
の中で，比嘉（2015）は就学児童生徒への支援の手続
きの欠落を指摘しており，生活の困窮が子どもたちの
学力へ大きな影響を与えていると述べている3）．
沖縄の子どもたちの学力不振を受け，沖縄県から学
力検証委員の委嘱を受けた三村（2012）は，沖縄県
が離島県であるハンディキャップを認めつつも，学力
向上のために授業・学校・家庭・地域・行政の全体に
よる取り組みを提案している．沖縄には，歴史的・社
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会的・文化的背景からくる公教育に関わる固有の課題
が多く存在し，この課題は県民生活全体を網羅してい
る．このような状況では，沖縄県の学力向上には学校，
家庭や地域全体での取り組みが不可欠となってくる．
凡事徹底の授業方略，貧困家庭への対応などによる学
力不振からの脱却への糸口について述べている4）．し
かし，この論の中で，沖縄県の教育行政については詳
細に触れていない．筆者は沖縄県教育行政の取り組み
も沖縄県の子どもたちへの教育のキーとなると考える．
指導者側の学力観は学校教育においてとても重要
と捉える．なぜなら，学力観は評価や教育方法を規
定するからである．勝田（1972）は，学習効果の測定
可能な範囲を学力として規定しており，筆者もこれを
支持する．さらに「はかられるある能力が，さらに発
達を必要とする能力の可能性を推測させることができ
る」としている5）．このことは，子どもたちに期待す
る能力（学力）を測定者側が，調査内容で規定してい
ると言える．このことから，学力の測定方法でもって，
測定者側の学力観を推察することが可能になると考
える．
田中（2004）は学力の実態把握に向けて４つの視点
を設けており，その中の一つに学力構造の視点がある．
この視点から測定する学力の質に迫ることができ，学
力調査の問題を学力構造の視点で精査することにより，
学力の質の検討を可能としている6）．この学力の質は，
測定者が保持している学力観であり，学力調査の問題
から測定者側の学力観を推測することができると考
える．
学力観は測定方法にのみ作用しているわけではない．
秋田（2009）によると，教育現場では学力テストのた
めの学習を行うという逆転現象がみられるとしている7）．
このことは，学力テストは子どもたちの学習の成果を
測定するものでなく，子どもたちの学習を規定する存在
となっていることを意味している．また，佐貫（2012）
はテストの数値を高めるために，簡略で効率的な教育
方法，学習方法が開発されるとしている8）．そのため，
学力テストで得点を上げる学習が学校現場で現実とし
て存在することが予見される．田中（2008）も同様に，
学力調査が教育課程改革を先導すると述べており9），
学力測定は子どもたちの学習や教育課程に多大な影響
を与えている状況も考えられる．
このようにみると，学力観は学力テストを規定し，
ひいては，学校での子どもたちの学習までにも縛りを

いれていることが理解できる．そこで本稿では，沖縄
県が作成した学力調査を分析する．
研究者による沖縄県の教育行政が作成した学力調査
から学力観に関する報告はまだ見られない．しかし，
他県の学力調査や学力検査（入試）に関する先行研究
は存在する．山岡（2010）は31年分の愛媛県立高校入
試問題を分析した結果，論述形式の問題形式が少なく，
事象を説明する問題内容も少ないと報告している10）．
有藤・栢野（2016）は，全国学力調査小学校理科の
「活用」を視点として島根県学力調査の小学校理科の
問題を分析した．その結果，島根県教育委員会が「基
礎」11）としている問題の中には，全国学力調査の「活
用」の枠に入るものが存在することを見出し，島根県
学力調査と全国学力調査の問題の質を比較すると，問
題を解くのに必要な知識は島根県では理科授業で習得
した知識であるのに対し，全国では全般的な科学的知
識であったと報告していた12）．また，関口（2011）は
神奈川県立高校入試問題を PISA指標13）でもってその
学力観の変遷をみていった．その結果，神奈川県の高
校入試問題における学力観は1984年以降ほとんど変
化していないと報告されている14）．有藤・栢野（2016），
関口（2011）の両方に共通することは，国際学力調査
や全国学力調査の広域な学力調査の視点で県レベルの
学力調査や入試問題を分析し，そこでみられる学力観
やその変遷について言及していた．
沖縄県教育庁県立学校教育課は，その年度の県立高
校入学者選抜学力検査（以下　入試）の分析説明会を
県内の中学校教員と高等学校教員へ毎年行っている．
平成28年度の入試分析説明会で使用された資料15）を
概観すると，入試の理科問題では，文部（科学）省か
らの観点別学習状況の４つの観点（「知識・理解」「技
能」「思考・表現」「関心・態度」沖縄県教育庁記載の
まま）で問題を分類し，観点毎の問題数の報告のみと
なっている．この説明会資料における，数のみの報告
では，沖縄県教育行政が求めている学力観を一切確認
できない．先述したが，この学力観が沖縄県内生徒の
学習方略や学習指導に大きな影響を与えている．生徒
は入試に向けての学習を行い，また，学習指導者もこ
の学力観をターゲットにした学習指導法を展開してい
ると思われる．
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Ⅱ．目的と方法
１．目的
本研究の目的は，入試の理科問題を全国学力調査の
視点でもって分析する．その結果から，沖縄県の学校
教育における学習指導の課題についても触れる．

２．方法
分析する入試問題は「平成28年度　県立高等学校
入学者選抜　学力検査問題　理科」を用いた．沖縄県
教育行政の学力観と比較するために，全国学力調査
「平成27年度全国学力・学習状況調査の調査問題　中
学校　理科　調査問題」も入試と同様に分析した．両
問題は平成27年度に沖縄県に在籍する中学３年生が
参加した学力検査・学力調査であり，多くの中学生が
この検査・調査に参加したことがこの問題を検討する
理由である．沖縄県では県内の児童生徒を対象とした
学力調査を実施している．本稿で，この学力調査を分
析の対象としないのは，入試の方が学力調査より学習
者と学習指導者へ大きな影響を与えていると考えたか
らである．
問題の質を分析するために，国立教育政策研究所教
育課程研究センター（以下　国研）から出ている『平
成27年度　全国学力・学習実施状況調査　解説資料
　中学校理科』（以下　『解説資料』）に記載されてい
る「問題の枠」「問題の視点」「出題形式」を学力観分
析の視点として使用した．これらの３つの視点にはそ
れぞれカテゴリーが存在し，入試と全国学力調査の各
問題をこれらのカテゴリーに分類し，その偏りの比較
をした．この偏りから，入試での求められる学力観に
ついて検討を進めた．

Ⅲ．全国学力調査（中学校理科）
入試問題の質の分析を全国学力調査の理科問題を国
研から出ている『解説資料』の視点で進めた．全国学
力調査は全国広域で行われており，国研の視点を援用
することは，将来，他の研究との比較も可能になりえ
るかもしれないという今後の研究を視野に入れての判
断である．また，全国学力調査の問題には国が求めて
いる学力観に関わる問題の要素が盛り込まれていると
考えられることも援用する理由である．

１．全国学力調査の枠組み
『解説資料』では，問題作成の枠組みを「知識」と

「活用」に分けていた16）．この二つの枠組みは，『中学
校　学習指導要領』（平成20年）の「基礎的・基本的
な知識及び技能」，「これらを活用して課題を解決する
ために必要な思考力・判断力・表現力等」と一致して
おり，学習指導要領と同方向な考えで全国学力調査の
問題の枠組みは設定されていた．
国研は問題の枠組みをさらに問題の視点で分けてい
た17）．「知識」は「知識」と「技能」の視点，「活用」
は「適用」「分析・解釈」「構想」「検討・改善」の視
点となっていた．国研の各視点をまとめると表１のよ
うになった．

表１　問題の視点の説明

出典：国立教育政策研究所　教育課程研究センター（2015）
『平成27年度　全国学力・学習状況調査　解説資料　中学
校理科』，p. 7より抜粋

ここで，「活用」の問題の例をあげる．次の問題は
全国学力調査理科問題の大問８である（図１）．
上記の設問（1）は背骨のある動物の名称を答えるだ
けなので，視点「知識」に該当する（国研，2015：
63）．設問（2）は生物には個体差があることを実験結
果から理解し，科学的探究として個体差に対応した実
験方法を設定できなければ，解ける問題ではなかった．
このタイプの問題は，問題の視点「適用」とされてい
る（国研，2015：64）．この様に，全国学力調査の問
題には，知識の再生能力のみでは解けない問題も含ま
れていた．このような問題を解くために，知識を活用
する能力が解答者には必要となってくる．
このような知識を活用する能力を問う問題を出す
学力調査の最たるものとして，PISA（Programme for 

International Student Assessment）があげられる．OECD

（経済協力開発機構，2016）は PISAにおける科学的
リテラシーを「思慮深い市民として，科学的な考えを
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持ち，科学に関連する諸問題に関与する能力」と定義
し，この科学的リテラシーはテストや学校での観察・
実験で発揮される能力ではなく，生活文脈において発
揮され，そのために３つの特有な能力が必要としてい
る18）．これらの３つの能力は次のようになっている．
・現象を科学的に説明する
・科学的探究を評価し計画する
・データと証拠を科学的に解釈する
全国学力調査の問題の視点はこの３つの能力に対応
している（似通っている）部分が見られ，両者の対応
をまとめると，次の表２のようになった．
表２をまとめると，全国学力調査の「知識」は PISA

の科学的知識に相当し，「活用」は PISAの科学的リ
テラシーの３つの能力に対応している．

２．問題の視点
全国学力調査の問題を国研（2015）からでている
問題の視点19）で分類しその数をまとめると下のよう
になった（表３）．

表３　問題の視点の登場数（全国学力調査）

問題の視点による数は「知識」が一番多く，続いて
「適用」と「構想」となっていた．この分析結果で，
全国学力調査においては，科学的な知識を問う設問が
多く，知識を重要視しているようにも見られる．しか
し，問題の枠組み（「知識」と「活用」）でみると「知
識」７に対して「活用」は18と２倍以上になっていた．
これらに有意差があるか，１×２フィッシャーの正確
二項検定（両側検定）を用いて確認すると，有意に
「活用」の問題が多かった（p＜ .05）．問題の枠組み
での出題数から，国研は科学的知識の「活用」の能力
を重要視し，その能力の測定を全国学力調査で図って
いると捉えられる．全国学力調査は，PISAの科学的
リテラシーを射程に入れた学力調査と考える．このよ
うな問題傾向から，今後，学校現場では科学的リテラ
シーに近い能力の育成が目指されると推測できる．

３．問題形式
問題の形式でも，国研から出ているカテゴリー20）

を基準とし，本稿では，問題形式を「選択式」「短答
式」「記述式」の３種に分類した．
「選択式」は，解答を「ア・イ・ウ・エ」などの選

図１　全国学力調査（2015）理科問題
出典：国立教育政策研究所　教育課程研究センター（2015）
『平成27年度　全国学力・学習状況調査　解説資料　中学校
理科』，p. 62

表２　全国学力調査の問題の視点と PISA

科学的リテラシーの３つの能力
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択肢からその記号を選択する問題形式である（大問₁
の設問（1）など）．「短答式」は，解答を計算や記号の
読み取りの数字のみで表したり，名称を単語で答える
問題形式である（大問₂設問（1），大問₈設問（1）な
ど）．「記述式」は，現象などの理由を文章で説明する
形式である（大問₅設問（2）など）．このような形式で
全国学力調査の問題形式をカウントすると表４のよう
になった．

表４　問題形式数（全国学力調査）

問題形式で一番多かったのは「選択式」で，「短答
式」の４倍，「記述式」の３倍もあった（表４）．これ
らの３つの問題形式の数に差があるか，１×３のカイ
二乗検定を用いて確認したところ，有意差がみられた
（χ2(2)＝10.641，p＜ .01）．さらに，ライアンの名義水
準を用いて多重比較すると，有意水準５％の範囲内で，
「選択式」が「短答式」「記述式」よりも多かった．
思考を伴う「活用」の問題が多い全国学力調査であ
るが，問題形式においては表現力を必要とされる記述
式の出題は少なかった．受験者が思考をし，記述式で
解答を行うと，１つの問題への対応時間がかかると思
われる．そこで，記述式問題数を減らし，選択式問題
を増やすことによって，より多くの問題に受験者が取
り組むことが可能になると考える．

Ⅳ．沖縄県高校入試問題
１．問題の視点
国研の問題の枠組みと視点で入試問題も全国学力調
査同様に分類した．また，入試問題の出題割合から全
国学力調査の割合を引いた値を「学テとの差」とした
（表５）．

表５からも分かるように，入試の問題では，視点と
して「知識」が圧倒的に多い．全国学力調査とその割
合を比較すると，全国学力調査の24.0％に対して高校
入試では71.1％となっており，その差は47.1ポイント
となっていた．入試の問題の枠「知識」と「活用」を
１×２フィッシャーの正確二項検定（両側検定）を用
いて確認すると，有意に「知識」の問題が多かった
（p＜ .01）．「活用」においては，入試ではその割合が
22.2％となっており，全国学力調査の72.0％とは大き
な開きがあった．全国学力調査と入試の問題の枠組み
において有意差があるかを２×２のクロス表を作成し，
カイ二乗検定を用いたところ，表６のような結果と
なった．

表６　入試と学力調査の問題の枠組み

p*＜ .05

残差分析の結果，入試の「知識」と学力調査の「活
用」は有意に多く，高校入試の「活用」と全国学力調
査の「知識」は有意に少なかった．このことから，全
国学力調査が「活用」の能力を求めているのに対し，
入試では中学３年生に求める学力として「知識」を重
要視していると解釈できる．
入試の中では，全国学力調査ではみられない問題が
あった．その問題は視点の「技能」にあたり，震源を
グラフ中央の×印地点とし，地震の説明文から観測地
点をグラフ上にプロットする問題であった．この問題
は地震の記録から，観測地点を推定する問題であった．
観測地点から震源を推測する問題は見られるのだが，
震源を起点として観測地点を割り出すことは通常では
見られない．このように，記録（文章）から観測地点
を推測する作業には平面空間概念が必要であり，この
ような問題は全国学力テストにはみられなかった．ま
た，科学的技能として上記のような空間概念操作の能
力は必要と思われ，この問題は空間概念を操作する良
問だと考える．

２．出題形式
入試問題の出題形式で分類すると，下の表７のよう
になった．
入試の出題形式としては，選択式がとても多かった．

表５　問題の視点の登場数（入試）
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この結果は，全国学力調査と同じ結果であった．入試
において，「選択式」「短答式」「記述式」に差がある
か，１×３カイ二乗検定を用いて調べると，有意な差
がみられた（χ2(2)＝26.536，p＜ .01）．また，ライア
ンの名義水準を用いて多重比較すると，「選択式」と
「短答式」には有意差はなく，これらは「記述式」よ
り有意に多かった（p＜ .01）．さらに，入試と全国学
力調査の問題形式に差があるかを２×３のクロス表
を作成し，カイ二乗検定を用いると，表８のように
なった．

表８　入試と学力調査の問題形式

p*＜ .05

残差分析の結果，入試の「記述式」は有意に少なく，
全国学力調査の「記述式」は有意に多かった．入試で
は「記述式」の形式は０であった．入試において，思
考の結果を文章で表現させる学力を軽んじているとは
考えにくいが，記述式問題が無いという原因にまで本
稿では言及できない．

Ⅴ．まとめ
本稿をまとめると，全国学力調査の理科問題は，問
題の枠では「活用」が多く，問題形式では「選択式」
が多かった．「活用」の問題が多いのは，PISAの科学
的リテラシーを意識した問題のつくりとなっていると
考えられる．他方，沖縄県高校入試理科問題は「知
識」を問う問題が多く，「記述式」で解答する問題形
式はなく，全国学力調査より有意に少なかった．
入試問題では知識を問う問題が多く，このような問
題を解くためには思考力や表現力よりも記憶再生能力
が重要である．入試問題がこのような傾向になってい
るのは，採点する側の能力や採点における客観性，採
点処理の時間の担保ということも考えられる．
ここで，沖縄県の入試問題の検討から，２つの課題

を提起する．１つ目は，上記のような学力を入試で問
うということは，沖縄県の中学生は記憶再生に向けた
学習をし，指導者も知識を重視した学習指導を推し進
めることが懸念される．このような学習や学習指導は
これからの社会を担う中学生にとって有効であろうか．
先述したが，PISAでは市民生活を重要視し，実生活
で知識を活用する力を問う問題が出題されている．全
国学力調査もその傾向にある．しかし，入試問題は活
用能力ではなく，知識の学力に偏重している．この学
力観は高等学校卒業後の大学や社会での諸活動場面に
おいて，思考を伴った意思決定に負の影響を与えるの
ではないだろうか．
２つ目は，入試問題の学力観から波及する学習指導
への影響である．本稿の冒頭で述べたが，沖縄県は学
力不振県であり，全国学力調査の正答率の向上が県教
育行政の喫緊の課題とされている．高校入試と全国学
力調査の問題の質に違いがあれば，学習指導者には全
国学力調査と入試に対応する両方の学力の指導が求め
られる．現職中学校理科教諭で琉球大学教職大学院生
（修了生と在学院生）の２名に学習指導にどれくらい
入試と全国学力調査を意識しているかインタビューし
た．両者とも入試を意識した学習指導を行っており，
定期テストで入試の過去問題を出題したり，入試問題
が解けるような知識をターゲットとした学習指導を
行っている．理科授業では，入試を意識しているのだ
が，全国学力調査を無視した学習指導を行っているの
ではない．インタビューした１名の学校では，全国学
力調査の結果を基にした授業づくりが校内研のテーマ
となっており，言語活動を授業に取り入れるようにし
ている．他方は，全国学力調査前にその対策として，
学力調査の過去問題演習を行っている．入試と全国学
力調査で求められる両学力の質が異なると，ダブルス
タンダードの学力観の下での学習指導となる．このよ
うな状況では学習指導者への負担も懸念される．
また，2015年度全国学力調査の中学校理科で１位
だった福井県立高校の理科入試問題（平成27年度）21）

では全44問中20問（45.5％）が活用の問題となってお
り，沖縄県（22.2％）の２倍にあたる．ここで，入試
問題が学習指導や全国学力調査の結果へ影響を与える
可能性も示唆される．
本稿では，沖縄県高校入試問題と全国学力調査との
比較から，入試問題の特徴を述べてきた．今後は，入
試問題のみに焦点をあてた更なる問題の質の分析が必

表７　問題形式（入試）
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要と考える．また，入試問題が学習や学習指導へどの
ような影響を与えるかなどの入試問題と学習方略との
関係の調査も必要なってくるであろう．今後，入試問
題を分析し，学力観の検討を深め，学習指導の検討に
つなげることは，沖縄の子どもたちへの学習指導を変
え，子どもたちがよりよい社会生活を送り，よりよい
社会を築くことにつながると期待する．
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